
検察庁
官庁合同業務説明会

Public Prosecutors Office

真実を見つめ、社会正義の実現のために犯罪に立ち向かいます！
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社会正義の実現

法秩序の維持

刑事事件の捜査 事案の真相解明

公訴の提起 裁判の執行を指揮・監督

01 検察庁とは
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検察事務官

被疑者の取調べ 逮捕状による逮捕

緊急逮捕とこれに伴う逮捕状の請求

差押え・捜索・検証又は身体検査の令状請求とその執行

検察官の命による検視

02 検察事務官とは

検察官を補佐し、又はその指揮を受けて犯罪の捜査や

逮捕状による逮捕、罰金の徴収などの事務に携わるほ

か、総務・会計などの事務にも携わる

法令により与えられた権限
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２５％

02 検察事務官とは｜検察事務官の割合

約７５％

検察事務官

検察官
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区検察庁

地方検察庁

高等検察庁

最高検察庁

03 検察庁の組織

１庁

８庁

５０庁

４３８庁

…

…

…

…
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03 検察庁の組織

最高検察庁

高等検察庁
高等裁判所に対応する検察庁で、地方・家庭・簡易裁判所が

行った刑事事件の裁判で、控訴された事件などを取り扱う

地方検察庁

区検察庁

最高裁判所に対応する検察庁で、高等裁判所が行った

刑事事件の裁判で、上告された事件などを取り扱う

地方・家庭裁判所に対応する検察庁で、同裁判所が管轄する

刑事事件などを取り扱う

簡易裁判所に対応する検察庁で、比較的軽微な刑事事件

などを取り扱う
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03 検察庁の組織

部 制 庁

▸

▸

「部」が置かれている庁

東京、横浜、さいたま、千葉

非 部 制 庁

▸

▸「部」で区切られていないため、

一人あたりの業務の幅が広く、

様々な業務を経験することができる

「部」が置かれていない庁

水戸、宇都宮、前橋、静岡、甲府、長野、新潟
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職員数が比較的少なく、職員同士の

距離が近いため、全体的にアットホーム

な職場環境である

重大事件や多種多様な事件を
取り扱う機会が多い

一つ一つの業務が細分化されている

ため、担当する業務についてより深

く専門的な知識を身に付けることが

できる



▸ 地方検察庁の組織（例：東京地方検察庁）

刑事部 交通部
公安部 特別捜査部
公判部

事件 証拠品
令状 執行
徴収 犯歴 記録

企画調査
情報システム管理
教 養 司法修習
監 査 検察広報官
東京ＤＦセンター

総務 人事 文書
会計 用度

捜査・公判部門検事正

9

次席検事

総 務 部

事 務 局

検務部門

企画部門



▸ 地方検察庁の組織（例：東京地方検察庁）

刑事部 交通部
公安部 特別捜査部
公判部

事件 証拠品
令状 執行
徴収 犯歴 記録

企画調査
情報システム管理
教 養 司法修習
監 査 検察広報官
東京ＤＦセンター

総務 人事 文書
会計 用度

捜査・公判部門検事正
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次席検事

総 務 部

事 務 局

検務部門

企画部門



殺人、強盗、詐欺等の事件を始め、脱税・汚職事件、外事・公安事件及び交通

関係事件など、あらゆる刑事事件の捜査と公訴維持等に関する仕事を行う部門

検察官の取調べの立ち会いや起訴・公判に関する各種手続、警察と

の連絡調整を行うなど、捜査の進展を洞察し、事件関係者の心境等に

も配慮しながら、検察官と二人三脚で刑事事件の捜査・公判にあたる

権限が与えられた首席捜査官、次席捜査官、統括捜査

官及び主任捜査官は、自ら被疑者の取調べ等の捜査を行

い、起訴、不起訴の処分を行う

04 業務内容 | 捜査・公判部門

立会事務官

権限が与えられた
捜査官
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独自捜査

検察庁自ら検挙摘発して行う捜査で、政治家や公務員による汚職事件、

法律や経済についての高度な知識を必要とする企業犯罪等について行ってい

る。

▶ 内偵捜査

▶ 証拠品の分析▶ 被疑者の逮捕

▶ 捜索差押え

▶ 取調べの立会

▶ パソコン、スマートフォン等の
電子機器に対する保全・解析作業
を行うデジタルフォレンジック

04 業務内容 | 捜査・公判部門（独自捜査）

検察事務官の活躍
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▸ 地方検察庁の組織（例：東京地方検察庁）

刑事部 交通部
公安部 特別捜査部
公判部

事件 証拠品
令状 執行
徴収 犯歴 記録

企画調査
情報システム管理
教 養 司法修習
監 査 検察広報官
東京ＤＦセンター

総務 人事 文書
会計 用度

捜査・公判部門検事正
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次席検事

総 務 部

事 務 局

検務部門

企画部門



警察等の捜査機関から送られてきた事件の受理、証拠品の受入・保管、

確定した裁判の刑の執行手続（拘禁刑の執行や罰金等の徴収）、終結した

裁判の記録等の保管・管理、前科の把握など、刑事手続に関連して生じる

様々な仕事を行う部門

04 業務内容 | 検務部門

担当事務

事件事務
証拠品事務

令状事務

執行事務

徴収事務

記録事務

犯歴採証事務
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警察等から送られてきた刑事事件が、法律上定められた手続に従っているかを

調べて受理手続を執り、また、検察官が捜査した事件の処理手続等を行う事務

刑事事件において押収された物等を証拠品として受入・保管し、その後、

検察官の処分命令に基づき、還付・廃棄等の処分等を行う事務

事 件 事 務

証 拠 品 事 務

令 状 事 務

逮捕状、鑑定処分許可状、勾留状等の請求やその執行に関する手続等を行う事務

死刑及び拘禁刑等の裁判を把握し、検察官の指揮により、その裁判の執行手

続等を行う事務

執 行 事 務

04 業務内容 | 検務部門

|
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罰金や科料等の財産刑の裁判を把握し、検察官の指揮又は命令によ

り、罰金等の徴収、未納者に対する強制執行等を行う事務

裁判が確定した事件の記録や不起訴になった事件の記録の保管・管理、

記録閲覧申請の審査や手続等を行う事務

徴 収 事 務

記 録 事 務

有罪の裁判（判決）を受けた者の犯罪歴（前科）の調査・管理に関する事務

犯歴採証事務

04 業務内容 | 検務部門
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事
件
受
理

04 業務内容 | 事件の流れ

事
件
受
理

捜

査

事件事務

証拠品事務

起

訴

事件事務

令状事務

裁

判

令状事務

刑
の
執
行

令状事務

前
科
の
把
握

執行事務

徴収事務

犯歴採証事務

記
録
の
保
管

記録事務
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▸ 地方検察庁の組織（例：東京地方検察庁）

刑事部 交通部
公安部 特別捜査部
公判部

事件 証拠品
令状 執行
徴収 犯歴 記録

企画調査
情報システム管理
教 養 司法修習
監 査 検察広報官
東京ＤＦセンター

総務 人事 文書
会計 用度

捜査・公判部門検事正
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次席検事

総 務 部

事 務 局

検務部門

企画部門



職員の研修、司法修習生の指導、事務監査や広報活動のほか、

犯罪被害者支援、再犯防止及びデジタルフォレンジックなどの仕事を行う

▸被害者の方からの相談への対応

▸法廷への案内・付添い

▸事件記録の閲覧などの各種手続の手助け

▸対象者との面談

▸対象者が必要な福祉サービス等が

受けられるよう保護観察所や福祉関係機関等

との連絡・調整

04 業務内容 | 企画部門
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犯罪被害者
支 援

再 犯 防 止



押収したデジタル機器内に保存されてい

るデジタルデータを適正な手続により、

全く同じ状態で抽出し（保全）、

その抽出したデータの中から犯罪立証の

ための客観的証拠を見つける（解析）

ための手法、技術。
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検察庁では、このＤＦを積極的に活用

し、犯罪の真相解明に努めている。



▸ 地方検察庁の組織（例：東京地方検察庁）

刑事部 交通部
公安部 特別捜査部
公判部

事件 証拠品
令状 執行
徴収 犯歴 記録

企画調査
情報システム管理
教 養 司法修習
監 査 検察広報官
東京ＤＦセンター

総務 人事 文書
会計 用度

捜査・公判部門検事正

21

次席検事

総 務 部

事 務 局

検務部門

企画部門



捜査・公判部門などの事務が円滑・適正に行われるよう側面から

支える総務・会計などの仕事を行う部門

庶務や厚生等に関する事務

人事や給与等に関する事務

文書の授受発送等に関する事務

予算や国有財産等に関する事務

物品の受入、払出及び保管等に関する事務
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04 業務内容 | 事務局

総 務 課|

人 事 課

文 書 課

会 計 課

用 度 課

|

|

|

|



事務局検務部門

課長

課長補佐

係長

主任

一般職員

検事副検事検察事務官

捜査・公判部門

統括捜査官

上席主任捜査官

主任捜査官

一般職員

統括検務官

上席検務専門官

検務専門官

一般職員
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05 昇進制度

検察官への道

首席捜査官 検務監理官
事務局次長

事務局長

次席捜査官



捜査･公判部門

検 務 部 門
企 画 部 門

事 務 局

法務省

最高検察庁

高等検察庁

他の地方検察庁

国税局

公正取引委員会

・
・
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06 異 動

採用された地方検察庁

そ の 他



公安職俸給表(二)

大卒程度試験採用者

行政職俸給表(一)

俸給表 給与月額

検察庁 公安職(二) 254,400円

一般官庁 行政職(一) 224,300円

検察事務官は

約３万円
高い給与が支給される

▶公安職(二)と行政職(一)の比較（大卒採用２年目）
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07 給与関係

１年経過後

高卒程度試験採用者

３～５年経過後
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08 研修制度

初
等
科
研
修

中
等
科
研
修

専
修
科
研
修

高
等
科
研
修

採
用

検察庁職員として必要な基礎的知識

や技能の修得等を目的として、

採用直後に行う研修

採用後一定期間経過した中堅職員を対

象として、比較的高度の知識や技能の

修得等を目的として行う研修

中等科研修修了者を対象として、

専門的知識や技能の修得等を目的

として行う研修



勤務時間 休憩時間 勤務時間 宿直勤務

日直勤務
（土・日・祝日及び年末年始）

勤務時間

１日 ７時間４５分勤務１１１１１

午前８時３０分から午後５時１５分

休 日 土曜日・日曜日・祝日１１１１１１

AM8:30        PM0:00        PM1:00        PM5:15        

宿直勤務 午後５時１５分から午前８時３０分 （当番制）

日直勤務 午前８時３０分から午後５時１５分 （当番制）

（原則）
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09 勤務時間・休暇制度



年次休暇 ２０日（４月１日採用の場合、採用の年は１５日）

残日数は２０日を限度として翌年に繰越可能

特別休暇

その他

夏季・結婚・忌引 など

▶育児の両立支援制度

共通 育児休業・育児短時間勤務・育児時間・子の看護休暇等

女性

男性

妊産婦の通勤緩和・妊産婦の休憩又は捕食・産前産後休暇等

配偶者出産休暇・育児参加休暇・産後パパ育休等
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09 勤務時間・休暇制度

病気休暇、介護休暇



多くの庁で、若手職員に対し、疑問や悩み等の

相談ができるサポート体制（メンタリング等）

が整っています。
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10 若手職員への取組

若手職員の
サポート

勉 強 会

事前の知識がなくても、必要な法律上の知識や

捜査公判業務、検務業務に関する勉強会を行っ

ています。



採
用
人
数(

人)

採用試験年度
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▶東京高検管内

11 採用実績
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少しでも検察庁に興味を持たれた方は、

各地方検察庁の官庁訪問へ訪れてみてください。

最高検X掲載

ぜひご覧ください！

各庁HPはこちらから！



この度は、人事院関東事務局主催の官庁合同業務説明会にご参加くださりありが

とうございました。上記二次元コードからアンケートの回答をお願いします。

当庁からもオンラインアンケートのURLを送付しますので回答をお願いします。
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